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一時帰国中に在留期間満了日が経過した EPA候補者等の再入国手続きのため

の査証取得手続きのご案内 

 

 

2020年 10月 14日 

（公社）国際厚生事業団 

 

 

 はじめに 

新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、母国に一時帰国中に在留期間を満了し

たため再入国ができない EPA候補者・合格者（以下、「候補者等」）は、日本に再入国

するには、査証を取得して入国する必要があります。 

この手引きは、その査証申請手続きをまとめたものです。 

新型コロナの影響に伴う渡航制限のため、現地日本大使館での査証申請の受付業務は

一時中断しておりましたが、インドネシア、フィリピン、ベトナムともに受付業務を

再開しました。 

査証発給には、一定の時間がかかります。再入国を希望する候補者等は、この手引き

をよく読んで手続きの準備を開始してください。 

また、受入れ機関（施設）におかれましては、ご本人の手続きに必要な支援をよろし

くお願い致します。 
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1．必要書類 

査証申請をする候補者等（以下、「申請者」）は、次の 1～10の書類を準備してくださ

い。また、「2．各必要書類の注意事項」も参照してください。なお、「10．その他追加

書類」は、査証審査の際に日本大使館から求められた場合に準備してください。 

【必要書類一覧】 

 必要書類 準備する人 

1 査証申請書 

申請者本人 

2 写真 

3 在留カードの写し 

4 旅券 

5 （合格者のみ）資格取得を証明する書類の写し 

6 
（フィリピン人の場合）出生証明書の写し 

（インドネシア人の場合）KTP（住民登録証）の写し 

7 受入れ機関作成の理由書（原本） 受入れ機関 

8 誓約書（外国人レジデンストラック用）（写し 2通） 受入れ機関 

9 質問票 申請者本人 

10 
その他追加書類（既婚者は婚姻証明書など必要に応じ

て） 
申請者本人／受入れ機関 

 

2．各必要書類の注意事項 

1.査証申請書 1通 

申請書は、日本大使館に置いてあります。申請書に必要事項を記入して、署名してく

ださい。 

申請書類は、以下の外務省 HPの「3．ビザ申請書類」からもダウンロードできます。 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/visa/index.html 

  

https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/visa/index.html
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2.写真 1枚 

申請書用の写真を 1 枚用意してください。注意事項は次のとおりです。 

・申請者本人のみを撮影したもの 

・6カ月以内に撮影したもの 

・正面、無帽、無背景 

・縦 45ミリメートル×横 45ミリメートル（ふちなし） 

・カラーでも白黒でも可 

3.在留カードの写し 1通 

在留カード（在留期間満了日が経過しているもの）の表と裏のコピーを用意してくだ

さい。 

4.旅券 

有効な旅券を用意してください。 

5.（合格者のみ）資格取得を証明する書類の写し 

EPA看護師の場合： 

「看護師免許証」、「看護師籍登録済証明書」のうちのいずれかの写し。 

申請者が、国外にいるため看護師の登録手続きがまだ終わっていない場合は、従前の

とおり、「短期滞在」の査証の申請・発給を受けて上陸し、看護師免許申請、「特定活

動（EPA看護師）」への在留資格の変更許可申請を行ってください。 

 

EPA介護福祉士の場合： 

「介護福祉士登録証」の写し。 

申請者が、国外にいるため介護福祉士の登録手続きがまだ終わっていない場合は、登

録完了後に査証申請手続きを行ってください。 
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6.（フィリピン人の場合）出生証明書の写し 

（インドネシア人の場合）KTP（住民登録証）の写し 

フィリピン人の場合： 

出生証明書の写しは、国家統計局発行１年以内のものを用意してください。もし、現

地の事情により入手が難しい場合は、この限りではありません。 

 

インドネシア人の場合： 

KTP（住民登録証）の写しに有効期限はありません。 

7.受入れ機関作成の理由書（原本 1通） 

理由書とは、一時帰国中に在留期間満了日が経過した経緯や再入国の必要性を記載し

た書面であり、受入れ機関に準備いただきます。 

理由書の様式は特にありません。日本語、もしくは英語で作成してください。英語の

場合は、日本語の仮訳も必要です。受入れ機関は、理由書に押印のうえ、原本を申請

者本人に郵送してください。 

理由書の記載内容は、以下のとおりです。 

理由書の記載内容 ※【参考 1】「理由書 参考様式」ご参照 

・作成日 

・受入れ機関名、代表者名、受入れ機関の押印（法人印又は理事長印） 

・受入れ機関の住所、電話番号 

・再入国する候補者等の氏名（ローマ字で旅券通りに記入），生年月日，性別，国籍 

・一時帰国中に在留期間満了日が経過した経緯 

・再入国する必要性 
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8.誓約書（外国人レジデンストラック用）（写し 2通） 

誓約書様式は、以下の外務省 HPに掲載されています。 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ca/cp/page25_002003.html 

誓約書様式は、上記外務省 HP の「2 外国人の方」の「（2）レジデンストラック」の

「【必要書類】誓約書（外国人レジデンストラック）（PDF）」です。【参考 2】「誓約書

様式（外国人レジデンストラック用）」ご参照。 

受入れ機関は、以下の「【記入上の留意点】」をご確認の上、誓約書に必要事項を記入・

署名し、原本をスキャンして PDFデータを申請者本人に電子メールで送付してくださ

い。 

【記入上の留意点】 

・誓約書 1枚目「1．一般事項」の「（1）対象者」の「滞在期間」には、当該候補者等

の雇用契約期間を記載してください。 

・誓約書 1枚目「1．一般事項」の「（2）誓約内容」の「訪日目的（真に急を要し、必

要不可欠な理由を具体的に記載）」には、上記「7.受入れ機関作成の理由書」の「再

入国する必要性」を記載してください。 

・誓約書 2枚目下に記載する受入責任者については、受入れ機関代表者又は受入れ機

関ご担当者のいずれで記載いただいても結構です。 

申請者は、受入れ機関より受け取った誓約書の PDF ファイルを 2 部印刷して、2 部と

も送り出し調整機関経由で大使館に提出してください。 

申請者は、日本入国後、誓約書の写しを空港の検疫に提出する必要があります。申請

者は、査証申請受付時，誓約書の写し1部が返却されたことを必ず確認してください。 

9.質問票 

質問票様式は日本大使館 HP に掲載されています。本様式は、今後も変更となる予定

ですので、必ず日本大使館 HP から最新の質問票を入手し、必要事項を記入の上、申

請者本人が署名してください。（【参考 3】「質問票様式」ご参照） 

10.その他追加提出書類 

査証の審査の必要に応じて、既婚者は婚姻証明書など書類の追加提出を日本大使館か

ら求められる場合があります。 

  

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ca/cp/page25_002003.html
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3．日本入国時の防疫措置 

別紙「日本入国時の防疫措置」をご参照ください。 

 

4．申請先 

申請者本人は、下記の送り出し調整機関に上記「1．必要書類」の申請書類を提出して

ください。 

申請者から書類を受け付けた送り出し調整機関が、現地日本大使館に申請を致します。

（インドネシア、フィリピン、ベトナムともに現地日本大使館の査証申請受付が再開

しました。） 

【送り出し調整機関（申請書類の提出先）】 

フィリピン  

送り出し 

調整機関 

フ ィ リ ピ ン 海 外 雇 用 庁 Philippine Overseas Employment 

Administration (POEA)/ Government Placement Branch (GPB) 

電話 +63-2-8722-1175 メール poeagpb@poea.gov.ph 

担当者 Atty. Rosemarie G. Duquez, Director II, GPB 

 

インドネシア 

送り出し 

調整機関 

インドネシア移住労働者保護庁（Agency for the Protection of 

Indonesian Migrant Workers（BP2MI）） 

電話 +62-2-1790-1158 メール - 

担当者 Yerni Agustinar (Ms.) 

 

ベトナム 

送り出し 

調整機関 

ベトナム労働・傷病兵・社会省海外労働局（Department of Overseas 

Labour, Ministry of Labour, Invalids and Social Affairs(DOLAB)) 

電話 ＋84-24-3824-9517 メール dolab@dolab.gov.vn 

担当者 Nguyen Thi Thanh Tam (Ms.) 

  

mailto:poeagpb@poea.gov.ph
mailto:dolab@dolab.gov.vn
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5．査証手数料 

日本円で 3,000円相当（※） 

フィリピン：1400フィリピンペソ 

インドネシア：390,000 ルピア 

ベトナム：640,000ドン 

（※）東日本大震災において特に甚大な被害を受けた岩手県、宮城県、福島県を就労先とする場

合は、査証手数料は免除されます。 

申請費用の負担は、申請者と受入れ機関の間で話し合って決めてください。 

査証手数料は申請時に支払う必要があるため、申請者が、送り出し調整機関に必要書

類を提出する際に、いったん支払ってください。 

6．査証発給までの所要期間 

査証申請に必要な書類を日本大使館が受理した日から 1～2か月程度。 

ただし、審査等により、これよりも時間がかかる場合がありますので、十分余裕をも

って申請されることをお勧めします。 

7．査証の受取り 

査証の準備ができたら、日本大使館又は送り出し調整機関から申請者本人に連絡があ

ります。 

申請者本人又は送り出し調整機関が日本大使館で査証を受け取ってください。 

8．お問い合せ先 

公益社団法人 国際厚生事業団 受入支援部 

電話：03-6206-1138 メール: shien-assen@jicwels.or.jp 

  



8 

 

【参考 1】理由書 参考様式 

 

 

理 由 書 

 

年  月  日   

 

外 務 大 臣 殿 

 

受入れ機関名： 

代表者名：                            印（※注） 

住所：   

電話番号： 

 

【経緯等の記載例】 

当機関で受入れ中のＥＰＡ看護師（介護福祉士）（候補者）（氏名：     、 

生年月日：   、性別：    、国籍：      ）については，〇年〇月

より〇〇のため母国へ一時帰国中であったが、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大に伴い、日本において入国制限措置が執られたことから、在留期間満了日

（〇年〇月〇日）までに日本へ再度入国をすることが不可能であった。 

 

【再入国の必要性の記載例】 

・合格者の場合：「申請者は引き続き日本において就労を行う意向があり、当機関

としても雇用の継続を希望することから再入国が必要であり、査証申請を行

う。」 

・候補者の場合：「申請者は引き続きＥＰＡプログラムを継続する意向があり、当

機関としても継続を希望することから再入国が必要であり、査証申請を行う。」 

（※）受入れ機関名のみの場合は、法人印を、代表者名を記載する場合は、理事長印を押印してく

ださい。 
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【参考 2】誓約書様式（外国人レジネンストラック用） 

※様式は外務省 HP からダウンロードしてください。 
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【参考 3】質問票様式 

※必ず最新版の様式を日本大使館 HPからダウンロードしてください。

 


